
作成日 年 月 日

１．施策の目的と指標

２．基本事業の目的と指標

３．施策の役割分担と状況変化

４．施策の成果水準の分析と背景・要因の考察

□  近隣他市と比べてかなり高い水準である。

□  近隣他市と比べてどちらかと言えば高い水準である。

□  近隣他市と比べてほぼ同水準である。

□  近隣他市と比べてどちらかと言えば低い水準である。

□  近隣他市と比べてかなり低い水準である。
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施策名 1 市民が主役のまちづくりの推進 関係課

政策名
Ⅰ 市民と行政の協働によるまちづくり
　　 《住民自治》
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２６年度２５年度単位

２２年度

２４年度２３年度区分

まちづくりに関心がある市民の
割合

人口

成果指標
地域課題を地域主体で解決で
きていると感じる市民の割合

過去１年間に地域活動に参加し
た市民の割合

47.4

①対象（誰、何を対象としているのか）

②意図（どのような状態にするのか）
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成果指標基本事業名 対象

まちづくり活動の環
境整備

過去１年間に市全体のまちづく
り活動に参加した市民の割合

２６年度
見込

実績

①
まちづくり意識の啓
発

まちづくりの課題を主体的に
解決する。

市民活動をし
ていない人

％

％

意図

実績

②

Ｂ

Ａ

Ｃ

Ａ）地域課題を自主的に解決できているかどうかは、その地域の人でなければわからないため市民意識調査による成果指標とした。　Ｂ）地域の
課題が自主的に解決できているためには、まずは地域活動に参加していることが必要であるため、その参加の割合を成果指標とした。　Ｃ）まち
づくり課題解決に参加するためには、まずはまちづくりに関心があることが必要であるため、その関心の割合を成果指標とした。　Ｄ）意図２を直接
把握するため、実際に参加したかどうかを成果指標とした。

活動の必要性を
認識する。

78.0

(60)

人

％

見込

目標

単位 区分

まちづくりに関心があ
る市民の割合

実績
見込

成果指標の測定企画
（実績値の把握方法）

目
　
的

成果指標設定の考え方
（成果指標設定の理由）

実績

目標
実績

２１年度単位 ２２年度 ２５年度

％

目標
実績
目標

(80)

実績

市民活動を
している人

活動しやすくす
る。

交流センターが地域の
活動しやすい拠点になっ
ていると感じる割合

％

Ｄ

市民アンケートで把握　Ａ）あなたは、地域の課題を地域で主体的に解決できていると感じますか？　Ｂ）あなたは、過去１年間
に地域活動に参加したことがありますか？　Ｃ）あなたは、まちづくりに関心がありますか？　Ｄ）あなたは、過去１年間に雲南市
全体のまちづくり活動に参加したことがありますか？

２３年度 ２４年度区分 ２６年度

77.3

69.9

74.5 82.1

まちづくりの人材育
成

市民活動をし
ている人 実績

必要な知識や技術
をみにつける。

過去１年間に地域活動
に参加した市民の割合 66.7％

％

73.9

64.3

実績

- -実績

目標設定とその根拠
（基本計画策定時）

A)近年、減少傾向ではあるが、交流センター発足による成行値の増加を予測する。目標値は、継続的な活動支援や地区計画策定を推進することで、毎年３ポ
イントの増加とする。 B)Ａ）と同様で、交流センター発足による成行値の増加を予測する。目標値についても、継続的な活動支援や住民意識向上への啓発を
図り、Ｈ２６目標を７５％になるよう設定する。 C)成行値は、近年の傾向から現状程度の推移を予測する。目標値は、Ａ）、Ｂ）と同様に活動支援、啓発を図るこ
とで関心の向上を目指すが、Ｈ１９実績である８０％程度が上限と考え、この値に設定する。 D)交流センター発足という要因はあるが、成行値では大きな伸び
はないと考える。目標値は、地域振興補助金の広域枠の活用促進や地域の核となる人材の育成を図ることで、活動の広域化を促し、毎年１～２ポイントの増
加とする。

実績

①
役
割
分
担

住民（事業所、地域、団体）の役割 行政（市、県、国）の役割

●地域自主組織などにより、個人や家族、自治会単位では解決でき
ない地域課題を解決する。
●地域自主組織などの活動へ参加し、協力・連携・交流する。
●地域枠にとらわれない社会貢献活動を自立的に展開する。

●地域自主組織などのための情報の提供、人材育成、財政・人的
支援、活動拠点の整備・充実、及び関係団体等との連携・調整を支
援する。
●地域枠にとらわれない社会貢献活動を自立的に展開するため
の、連携・協力・交流を支援する。

年度施策マネジメントシート１（平成23年度実績の評価）

背
景
・
要
因

○他団体と比較できる資料がないため、比較できない。

　他団体との比較（近隣市町、県・国の平均と比べた成果水準）

②
状
況
変
化

Ａ）施策を取り巻く状況（対象や根拠法令、社会情勢等）は、今
後どのように変化するか？（本年度を見越して）

Ｂ）この施策に対して、住民（対象者、納税者、関係者）、議会
からどんな意見や要望が寄せられているか？

○人口減少と少子高齢化により、まちづくりの担い手の減少が進む。
○市職員数は、定員管理計画に基づき減少しつつある。また、総合セン
ターのあり方など、組織機構の見直し方針が示された。
○地域振興補助金から自主組織への交付金に見直し、より自由裁量に
よる住民自治の素地ができた。

○地域主体の活動に移行するために、地域からは行政に支援を求める意見
がある。
○まちづくりに意欲ある若者の活動する場を求める意見や青年層による住
民自治活動への参加促進を求める声が、市議会等から出ている。
○自主組織の機能強化・育成支援や地域委員会の見直しを求める声が寄
せられている。

- １枚目 -



４．施策の成果水準の分析と背景・要因の考察

□成果がかなり向上した
□成果がどちらかと言えば向上した
■成果はほとんど変わらない（横ばい状態）
□成果がどちらかと言えば低下した
□成果がかなり低下した

５．施策の振り返り評価

□目標値より高い実績だった

■目標値どおりの実績値だった

□目標値より低い実績値だった

６．今後の課題と次年度の方針（案）

①
まちづくり意識の啓
発

②

《1 市民が主役のまちづくりの推進》

　施策の目標達成度　（前年度の成果指標値に対する実績値の達成度）

　時系列での比較（成果水準の推移）

背
景
・
要
因

○地域が自ら取り組まなければならないという意識が高くなったこと、ま
た、地域自主組織の体制が整い、主体的な活動も以前に比べ活発したこ
とから、地域づくりへ参加する住民の割合が高くなったと考えられる。○住
民自治の進展に伴い、地域課題の拾い上げが進み、問題意識が高まっ
た。（課題の拾い上げが進んだ結果、問題の解決が進まない実態を浮き
彫りにさせる結果となった）

②

③

背
景
・
要
因

地域自主組織の活動拠点としての交流センターが2年目となり、地域が自ら取り組まな
ければならないという意識が定着してきた。また、地域自主組織の体制が整い、主体的
な活動も以前に比べ活発になったことが寄与したのではないかと考えられる。（実績値
が前年度を下回った項目もあるが、ほぼ目標値に達している。また、まちづくり活動参
加割合が増加したことは成果水準の維持に役立ったと考える）

次年度の方針（案）

施　　　策

⑤

⑤

まちづくり活動の環
境整備

○地域自主組織の活動拠点である交流センターの
環境を引き続き整えていく必要がある。
○地域が自立的に地域の課題解決ができることを目
指していかなければならない。

○交流センター制度や地域委員会のあり方等について、H24
年度に行う検証、見直し・検討結果を踏まえ、逐次必要な対応
を図っていく。
○地域おこし協力隊員をはじめ、外部人材の登用･活用を図り
つつ、地域と一体となった活性化を図っていく。

区　分 今後の課題

○まちづくりを担うリーダーや担い手を育成していく
必要がある。

○まちづくりを担うリーダーや担い手を育成していくため
の研修会や講座を開催していく。

④

基
本
事
業

まちづくりの人材育
成

平成24年度施策マネジメントシート２（平成23年度実績の評価）

○まちづくりの次世代を担うリーダーや担い手を育成
していかなければならない。
○市民が自らの地域の課題を主体的に解決していく
必要がある。

○まちづくりの次世代を担うリーダーや担い手を育成し
ていく。
○市民が自らの地域の課題を主体的に解決できるよう
支援していく。

○地区計画を全組織で策定することが重要である。また、
策定した計画を実行し、必要に応じて検証･見直しをしてい
かなければならない。
○できるだけ多くの人が地域づくりに関わっていく必要があ
る。

○地区計画が全組織で策定されるとともに、策定された
計画が実行、検証･見直しされるよう支援していく。
○まちづくり意識の高揚を図るための研修会や講座な
どを開催していく。

まちづくりの人材育成

まちづくり活動の環境
整備

基本事業

まちづくり意識の啓発①

④

③

取り組んだ事務事業の総括　（事務事業貢献度評価：貢献した事務事業、課題が残った事務事業）

・まちづくり活動に必要な財源（地域振興補助金）を交付金化するために、利用者の意向を踏まえた、より使い
やすい制度に向けた意見交換ができた。これに基づきH24年度から運用する制度設計に取り組んだ。

・まちづくり人材育成事業は、地域活動を担うリーダーが必要な知識や技術の習得に役立った。

・地区計画の策定が進んでおり、地域づくりの意識向上にもつながっている。（H23年度に1組織が策定し、策定
済が21組織となった。）
・まちづくり意識高揚事業によるまちづくり講座も、意識啓発につながっていると考えられる。

- ２枚目 -


